
TITLE DARAWING NAME

電気設備工事特記仕様書 Ｅ
1

写真撮影は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「工事写真の撮り方」に準ずる。

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修電気設備工事監理指針（最新版）に準ずる２ 監理指針

ニ　その他関係諸法規に基づき完全に施工する。

ロ　必要な関係諸官庁への申請手続き等は、全て請負人の負担とする。

１ 施工基準

竣工時に完成図を作成し、２部焼付製本の上、原図共提出する。（CADデータ共）４ 完成図

完成写真の撮影場所は監督職員の指示による。工事写真は全て工事写真帳に貼付け提出する。
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電 気 方 式

工事範囲及び説明

形 式

配 電 盤

変 圧 器

母 線

付属品・予備品

機 器 仕 様

EM-IE　　　　芯ビニルコード使 用 電 線

施 工 方 法

主装置　　　　より子機に至る配管､配線､機器取付け､調整までとする。

機 器 仕 様

使 用 電 線

方 式

施 工 方 法

工事範囲及び説明

姿図・参考品番による機 器 仕 様

使 用 電 線

施 工 方 法

既設拡声回路よりスピーカーまでの配管、配線、機器取付け、調整までとする。工事範囲及び説明

使 用 電 線

施 工 方 法

電 気 方 式

工事範囲及び説明

配 線 器 具

照 明 器 具

使 用 電 線

施 工 方 法

工事範囲及び説明

使 用 電 線

施 工 方 法

分 電 盤

電 気 方 式

○PE-V(構内ケーブル)　　○EM-TIEF(屋内用通信電線)

姿図・参考品番による

姿図・参考品番による

工事範囲及び説明

○EM-CPEE(市内対ポリエチレン絶縁耐燃性ポリエチレンシースケーブル)

特　　　記　　　事　　　項

工事範囲及び説明

施 工 方 法

アンテナ位置は建築意匠、強度等を考え監督職員と協議する。

電 界 強 度 測 定 施工前に測定し、各局毎の電界強度測定値を提出する。

機 器 仕 様

使 用 電 線

施 工 方 法

工事範囲及び説明 既設端子盤より末端整合器までの配管、配線、器具取付け、調整までとする。

姿図・参考品番による

○EM-S-5CFB　　○EM-S-7CFB

施 工 方 法

使 用 電 線

機 器 仕 様

既設自火報回路より末端感知器までの配管配線器具取付け、調整までとする。工事範囲及び説明

姿図・参考品番による

機 器 仕 様

EM-IE　　EM-AE　　EM-CPEE使 用 電 線

施 工 方 法

受信盤　　　　より末端感知器までの配管、配線、器具取付け、調整までとする。工事範囲及び説明

機 器 仕 様

EM-IE　　HIV　　HP　　EM-AE使 用 電 線

施 工 方 法

工事範囲及び説明
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11

12

配 管 材 料

機 器 仕 様

使 用 電 線

定 格

施 工 方 法

工事範囲及び説明

使 用 導 線

試 験 用 端 子

突 針

JISA4201に準じて施工する。施 工 方 法

なお、メーカーの責任施工とし、建築工事とよく打合せの上、施工する。

突針取付けより接地極埋設までの配管配線接地測定を行う。工事範囲及び説明

防
火
戸
自
閉
設
備

13

１．図面及び仕様書に記載されていない事項は、すべて、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書及び公共建築

　　改修工事標準仕様書、公共建築設備工事標準図の最新版による。

イ　本工事は、工事請負契約書及び同約款を遵守し、本特記仕様書、図面及び共仕により完全に施工する。

　　なお、上記相互間に相違のある場合の優先順位は記載の順序とする。

　　施工する。

請負人は、建設業法で定める専任の技術者の任命を行い、現場に派遣し、技術管理に当ると共に建築主体工事、

機械設備工事、その他関連工事についてその施工者と綿密な連絡をとり全工事に支障なきよう施工する。

各種下請業者、機器材料等県内で供給できるものについては、極力県内業者、県産品を選定することとし、製

品等は特記されたものまたは同等品以上とする。ただし、同等品以上とする場合は、監督職員の承諾を受ける。

メーカー責任施工とし、所轄消防署と協議の上､完全に施工する。なお、図示なくも建築構造上

取付けの必要が生じたときは、監督職員の指示に従い本工事において取り付ける。

連動制御盤　　　　より末端感知器・自閉器具までの配管、配線、器具取付け、調整までとする。

なお、メーカーの責任施工とし、建築工事とよく打合せの上、施工する。

ハ　本図は工事の大要を示すものであるから、詳細位置等については監督職員と打合せの上、その指示に従い

工事範囲及び説明
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３ 施工監理チェ

　 ックリスト

７ 下請業者機

   材等の選定

引渡を要するもの:

12 公害対策

請負人は完成検査前に主任技術者の竣工検査を受け合格すること。８ 検査

なお、責任施工のものは、請負契約者、施工下請業者、材料製造所連名書とする。

コンクリート部分の梁・壁・床の貫通部補強及び仕上部分の軽量鉄骨天井下地、同壁下地の開口部補強は建築

工事とするも事前に施工図を作成し、監督職員、工事業者承認の上とする。

施工に際し、既設内容、取合いをよく調査すると共に既存施設の担当者と十分協議を行い、その機能を低下せ

工事着手前に付近の状況を調査し、公害対策は工事竣工まで講ずること。

しめてはならない。

請負人は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律準じ、マニフェストシステムにより的確に実施することとし、

事前に監督職員に施工計画書を提出し、承諾を得ること。

13 建設副産物

 　の適正処理

　 の処理等

14 産業廃棄物

15 発生材の処

　 理

９ 検査合格書

　 等

10 建築工事と

　 の取合い

11 既存設備関

　 係

各種検査を必要とするもの、責任施工のもの等は、各合格書または保証書及びその写し各一部を提出すること。

請負人は、建設副産物適正処理推進要綱を遵守し、建設副産物の発生の抑制および再利用の促進に努めること。
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避

雷

設

備

1次側　3相3線式6,600V　　2次側　3相3線式210V、単相3線式210/105V

別紙による。

工 事 場 所

工 事 期 間

工事概要説明

一般共通事項の扱いは、※印を付したものを適用する。

に従う。

施工に際し、施工手引き書である電気設備工事施工チェックシート（一般社団法人公共建築協会平成28年度版）

備　　考延面積(㎡)階　数構　造No

２

３

４

５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（試験記録等提出）

高 (低 )圧 引 込 設 備

受 変 電 設 備

電灯・動力幹線設備

電灯・コンセント設備

動 力 設 備

拡 声 設 備

電 話 設 備

電 気 時 計 表 示 設 備

自 動 火 災 報 知 設 備

ガ ス 漏 れ 警 報 設 備

防 火 戸 自 閉 設 備

避 雷 設 備
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９

８

７

６

５

４

３

２

１

※

別記仕様書による。

動力設備までの配管、配線とする。

機器据付、試運転調整、各種届出、試験までとする。

容量　　　　　kVA　　電圧　200/220　V　周波数　60Hz

テ レ ビ 共 視 聴 設 備

資格者による責任施工とし、所轄消防署と協議の上、完全に施工する。

なお、図示なくも建築構造上取付けの必要が生じたときは、監督職員の指示に従い本工事において

取り付ける。

情 報 通 信 設 備

姿図・参考品番による

姿図・参考品番による

新設HUBキャビネットから配管、配線、無線LAN機器の取付、設定、調整までとする。

機 器 仕 様

使 用 電 線

項　目 項　　目種目 適用特　　　記　　　事　　　項 種目 適用 項　　目 特　　　記　　　事　　　項
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要

適　用　項　目

項　目 特　　　記　　　事　　　項

名　　　　称

電気設

備工事

仕様書

別 途 工 事

10

工　事　種　目
工　　　種

解体改修新設
適用 No

１

備　　　　考

※該当工事には適用欄に○印を附す。

工 事 名 称

電 気 設 備 工 事 特 記 仕 様 書

９
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※

※

６ 技術管理

５ 工事写真 分類・規格 撮影枚数 備　　　　考

状況によりつなぎ写真

必要に応じ

月末報告用

３

１

３

２

部数(ネガ1枚に付)

ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ

ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ

ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ

ｶﾗｰ･ｻｰﾋﾞｽ 3・5・7

6・10・20

3・5・7

区　　分

着工前

工事中

完成時

定期提出

計

自 家 発 電 設 備

16 石綿含有建

　 材の事前調

　 査制度

１．調査範囲、既存の石綿含有建材の調査報告書の貸与等は下記による。

　　なお、分析による石綿含有の調査を行う場合は、「建材中の石綿含有率の方法について」（平成18年8月21

　　日　基発第0821002号、最終改正　平成28年4月13日　基発第3号）に基づく方法により、分析方法は特記に

　　よる。

　　　　調査範囲　　　・当該施工範囲　　　・図示

　　　　貸与書類　　　・建設当初図面　　　・石綿調査報告書

　　分析方法　　　　　・JISに規定されている定性分析方法にて行うこと。

　　　　　　　　　　　・JISに規定されている定性分析を行ったうえ定量分析を行うこと。

　　採取検体　　　　　・　１ヶ所　　　　　・　10ヶ所　　　　　・　　　ヶ所

２．調査は目視、設計図書、石綿有無の調査報告等により確認し、調査結果をとりまとめ監督職員に提出する。

３．調査結果は公衆の見やすい場所に作業開始前に掲示すること。

　　　掲示板サイズ　：　A3サイズ（42.0cm×29.7cm）以上

４．調査の結果、設計図書と異なる場合は、監督職員と協議する。

請負人は、工事目的物に付する工事保険や労働災害保険及び第三者への対人賠償、対物賠償の損害を保証でき

る保険に加入し、その証書の写しを監督員に提出すること。

また、工事中に万一事故が発生した場合は、速やかに監督員に連絡すること。

※

工事範囲及び説明

電 気 方 式

施 工 方 法

使 用 電 線

負 担 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（測定記録書提出）

○要　○不要

種目 適用 項　　目 特　　　記　　　事　　　項

１
高（

低）

圧
引
込
設
備

請負人は別紙配布の公共工事施行環境配慮項目およびチェックシートを記入し提出すること。

　  チェックシート

　 行環境配慮

※

※

※

　　職員と協議するものとする。

３．請負者は、暴力団員等による不当介入を受けたことが明らかになり、工程等に被害が生じた場合は、監督

　　ものとする。

　　また、請負者は、以上のことについて、下請負人（再委託の協力者を含む）に対して、十分に指導を行う

　　所轄警察署に届け出るとともに、監督職員に報告するものとする。

２．請負者は前項により通報を行った場合には、速やかにその内容を記載した通報書（別紙様式１号）により

　　もに、捜査上必要な協力を行うものとする。

　　た場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行うとと

　　して不当介入をしようとするすべての者をいう。）による不当介入（不当な要求又は業務の妨害）を受け

１．請負者(請負人又は受注者)は、暴力団員等（暴力団の構成員及び暴力団関係者、その他市発注工事等に対

の増減対象としない。

設計図書に明記なくとも機能上、構造上当然必要と認められる軽微な変更及び追加工事については、請負金額

(「不当介入に関する通報制度」の徹底について)

長浜市の発注する建設工事等における暴力団員等による不当介入の排除について

「産業廃棄物収集運搬車」の表示及び書面備え付け確認のため、証拠写真を提出すること。

※

シンナー等については、工事現場に放置することなく、保管を厳重に行い盗難を防止すると共に、保管数量に

ついても作業前、作業終了後の確認等確実な管理を行うものとする。

冷媒にフロンを使用している機器の撤去においては、メーカー等によりフロンガスを全量回収し、大気放出を

請負人は、工事実績情報(CORINS)の登録を行い、(財)日本建築情報総合センター発行の「工事カルテ受領書」

の写しを提出すること。

　 の保管管理

   の作成登録

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ＥＰＳ、共同溝内の塗装　要・否)

チ　図示ない限り露出配管は、全て塗装する。(機械室、電気室内の塗装　要・否)

ト　プルボックスは工場製作品を使用する。

ヘ　将来用予備空配管には、ビニル被覆鉄線(1.6㎜)を入線し、名札を取付ける。

ニ　建物ＥＸＰＪ部分及び機器接続箇所に使用する可とう電線管は、ビニル被覆付きとする。

ハ　スイッチで多数ある場合には監督職員と協議し、ネームスイッチを使用する。

ロ　図示ない限り配線器具プレートは新金属製またはステンレス製とする。

工事施工途中において、適宜中間技術検査を実施する。

請負人は電波法を遵守し、不法無線局を搭載した工事車両を使用しないものとする。また、現場において不法

請負人は過積載等の違法運行防止を図るため、道路交通法を順守する旨を記載した施工計画書を提出し徹底を

を図ること。

イ　電線管について、図示ない限り屋内露出配管はねじなし電線管（Ｅ管）、屋内いんぺい配管は合成樹脂製

　可とう電線管(PF管)、屋外露出配管は薄鋼電線管（CP管）、屋外埋設配管は波付硬質ポリエチレン管（FRP

　管）を使用する。なお、高圧配線の地中埋設配管については、ポリエチレンライニング電線管（PE管）とす

　る。

ホ　照明器具は省エネ型（低消費ランプ、巻線鉄心材料を改良した低消費安定器）器具及び公共施設用照明器

　具とする。

　に仕上塗装を行う。

ノッチタンク等の配置により、濁った水等を敷地外に排水することのないよう処理すること。

および「再生資源利用促進計画書（実施書）」を指定日までにＦＤにて提出のこと。

する指針を遵守し施工すること

本工事に必要な仮設電力、ガス、水道等の引込工事費、負担金、基本料金、使用料金等は引渡し日まで原則と

として請負人の負担とする。

　軽微なものは本工事内とする。また、撤去工事は、特に既設配線の行先を調査確認の上、安全に処理する。

本工事については「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(建設ﾘｻｲｸﾙ法)」および滋賀県の実施に関

　 両の電波法

　 の遵守

   止措置

　 意事項等

※

※

※

※

※

※

※

※

「再生資源の利用の促進に関する法律」（リサイクル法）に定められている「再生資源利用計画書（実施書）」

ル　当該工事において、既設配管・既設埋設配管があった場合は、監督職員の指示により迂回等の工事を行い、

　 収等

　 用計画書

　 防止

 　の遵守

　 料金等

ハ　主任（監理）技術者も同様の確認を受けなければならない。 

ニ　現場代理人と主任技術者または監理技術者を兼ねることができる。 

ホ　主任技術者又は監理技術者の専任を要しない期間

　　　

ロ　現場代理人は監督員に請負人との直接的な雇用関係の確認出来るもの（健康保険証の写し等）を「現場

　　代理人等届」に添付しなければならない。また、変更が生じた場合は速やかに「現場代理人等変更届」

　　を提出し同様の確認を受けなければならない。

　２．工事請負契約書（以下「契約書」という）第28条第1項の規定に基づく完了した旨の報告を受け、完了

　　　確認した翌日から契約期間満了までの期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への

　　　専任を要しない。

低騒音型、低振動型建設機械指定要領に基づき指定された建設機械を使用すること。

イ　長浜市現場代理人の常駐に関する運用規定に従い現場代理人を指名し届けること。

　１．請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等

　　　が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。

施工にあたっては、本工事にかかわる関係官公庁、電力会社当に関する一切の申請・協議書類作成ならびに手

続きを遅滞なく行うこと。また、それに必要な費用はすべて請負者の負担とする。

※

しない処理を行うこと。また、施工に当たっては特定フロンを使用した材料、工法を用いないこと。

無線局を搭載していると疑わしい車両を確認したときは、速やかに監督職員にその旨を報告する。

リ　露出配管を行う場合は、施工前に素地ごしらえ（エッチングプライマー等）と下塗りを行い、配管施工後

また、工事区分の取合について図示あるも、施工時に必要に応じ協議を行い連絡を密にすること。

請負人は、工事別の業者間で互いに連絡をとり、定期的に協議会を行い、工事施工上の調整を図ること。

　 の連絡協議

）の請負人を指名する。

労働安全衛生法第３０条第２項の統括安全衛生管理義務者には、（　建築工事　電気設備工事　機械設備工事

　 生管理義務者

また、施設運営についても、担当者と協議を行い支障なき様に努めること。

家屋に騒音、振動等公害発生のなき様留意し、全般に支障なき様万全の策を講ずること。

工事車輌の出入りについては、危険防止に努めること。又、必要に応じて交通整理員を配置すると共に、近隣

備品　机、いす、書棚、黒板、製図板、ゴム長靴、雨がっぱ、保護帽、請負者加入電話の子機、衣類ロッカー、

規模　・１号　　・２号　　・３号　　・４号　　・５号　　・設けない

　　　冷暖房機器、消火器等監督職員の指示による。

   務所

※

17 保険等

18 監督職員事

19 安全対策

20 統括安全衛

21 別途工事と

22 シンナー等

23 フロンの回

24 工事カルテ

25 工事関係車

26 過積載の防

27 技術検査

28 施工上の留

29 再生資源利

30 工事用排水

31 騒音振動の

32 建設ﾘｻｲｸﾙ法

33 各種届出

34 仮設電力料

35 現場代理人等

36 公共工事施

37 運搬車表示

38 軽微な変更

39 不当要求

ヌ　機器据付・設置については、「建築設備耐震設計・施工指針」に準ずる。

名神電機

東芝ﾗｲﾃｯｸ

東芝

東芝

愛知電機

大垣電機

大垣電機

大垣電機

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

ＪＩＳ規格等適合品製造者

テレビ共聴機器

電 話 装 置

放 送 機 器

照 明 器 具

配 線 器 具

表 示 器

インターホン

時 計

配線用遮断器

配 分 電 盤

キュービクル

コ ン デ ン サ

変 圧 器

高 圧 遮 断 器

高 圧 開 閉 器

避 雷 器

ガ ス 開 閉 器

気 中 開 閉 器

同 上 付 属 品

Ｆ Ｅ Ｐ 管

同 上 付 属 品

Ｐ Ｆ 管

同 上 付 属 品

ビニル電線管

同 上 付 属 品

電 線 管

ケ ー ブ ル

電 線

DXアンテナ

ＳＯＮＹ

避 雷 針

防火戸自閉機器

火災報知機器

ガス漏れ警報器

ニッタン

日幸電機

大正電機

東芝

東芝

東芝

ｴﾅｼﾞｰｻﾎﾟｰﾄ

日本アンテナ

ＴＯＡ

能美防災

ＴＯＡ

日立製作所

日立製作所

日立製作所

戸上電機

戸上電機

内外電機

内外電機

日立照明

三菱電機

戸上電機

日本ビクター

マスプロ電工

ホーチキ

新岩村電機

新岩村電機

岩崎電気

富士電機

富士電機

富士電機

日本高圧電気

日本高圧電気

日本高圧電気

三菱電機

ﾕﾆﾍﾟｯｸｽ

三菱電機

三菱電機

三菱電機

三菱電機

三菱電機

三菱電機

　本工事に使用する機器材料は、下記に指定する製造者のものを使用のこと。ただし、同等品を使用する場合には、監督員の承諾を得て使用

のこと。

新愛知電機製作所

新愛知電機製作所

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

音羽電機 日本高圧電気 戸上電機製作所

日新電機

日本電気 東芝ﾗｲﾃｯｸパナソニック

パナソニック

パナソニック

パナソニック

パナソニック

パナソニック

パナソニック

パナソニック

パナソニック

パナソニック

パナソニック

三菱電機照明

北越工業 デンヨー 日本車輌製造新ダイワ

防犯カメラ機器 パナソニック 日本ビクター

自家発電機器

使　用　機　材　製　造　者　指　定

製 造 業 者機　材　名適用

ＪＩＳ規格等適合品製造者

マンホール蓋

コンクリート柱

ハンドホール

日東工業

日東工業

付近見取図

○

○

○屋内型キュービクル　●屋外型キュービクル　○フレーム組立開放型

●高圧配電盤　●低圧配電盤　●コンデンサ盤

○EM-IE　　○HIV　　○HP　　○MVVS　　○AE

○3相3線式210V

○ケーブル　○電線

○600V EM-CE　○600V EM-IE　○600V EM-CET　○600V VVR

○天井内コロガシ　○電線管(○CPE　○PF)　○ケーブルラック

○EM-UTP0.5-4P（CAT-5e）　○屋外用EM-UTP0.5-4P（CAT-5e）

○別紙（○機器姿図　○機器リスト）による。

○天井内コロガシ　○電線管(○CPE　○PF)　○ケーブルラック

○天井内コロガシ　○電線管(○CPE　○PF)　○ケーブルラック

○天井内コロガシ　○電線管(○CPE　○PF)　○ケーブルラック

○IV　　○HIV　　○HP　　○AE

大正電機 名神電機

●KIP　○PDC　○銅棒

○電力ヒューズ（各１組）　●フック棒

○3相3線式6,600V　○3相3線式210V　○単相3線式210/105V

○地中　○架空

○6kV CV　○6kV EM-CET　○600V EM-CE　○600V EM-CET　○600V EM-IE　○OE　○DV

●完成検査前に主任技術者の竣工検査を受け合格すること。

●完成検査前に主任技術者の竣工検査を受け合格すること。

幹線用配管配線設備の新設　一式

照明器具の撤去・新設　一式

○3相3線式210V　　●単相3線式210/105V

●ケーブル　●電線管(○PE　○CPE　○PF　●VE　●FEP)　○ケーブルラック

●600V-IE　　●600V-CE　　○600V-CET

※

国土交通省型

国土交通省型

●600V-IE　　●600V-CE　　●600V-EEF

●天井内ｺﾛｶﾞｼ　●電線管(○CPE　●GP　●VE　●FEP　●PF)　●ケーブルラック

※

高月支所電話設備改修工事

長浜市高月町渡岸寺

契約締結日の翌日より　120　日間

高月支所の電話設備の改修工事

※ ○

No.　　12142306

※

※

※

※

※

電話交換機の更新、各子機への配管、配線、機器取付け、調整までとする。

●天井内コロガシ　●電線管(●CPE　●PF)　●ケーブルラック

○電子ボタン式　●電子交換式

※ ＮＥＣ 日立 ＯＫＩ

高月支所電話設備改修工事

工事場所

長浜市役所高月支所

高月図書館

国
道
８
号
線

電話交換機および電話機の更新工事

○CCP(市内ＣＣＰケーブル)　　●EBT(電子ボタン電話用ケーブル)
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No.　　12142306

高月支所電話設備改修工事 電話設備仕様書・機器姿図

 

 

 

 

　本仕様書は長浜市市役所高月支所に設置されている電話設備の改修について規定するものである。

　住所：長浜市高月町渡岸寺160

　契約工期末日までに据付調整を完了し、検査引渡しを行うこと。

　長浜市役所高月支所電話設備改修

　本事業は、電話交換システム本体、多機能電話機を設置し既設のシステムを流用しつつ、システム本体との接続試験調整を行うもの

である。

1.1　概要

1.2　納入場所

1.3　完了期限

1.4　事業内容

1.5　納入機器数量

　納入する機器は下記内容について行うものとする。　

 

 

 

 

項目 数量 備考

本体

電話機

電話機

電話機

ＰＨＳ関係

ＰＨＳ関係

その他

その他

IP電話交換機

デジタル多機能電話機

デジタル多機能電話機

一般電話機

ＰＨＳアンテナ基地局

ＰＨＳ子機

ドアホン

ラックマント、ケーブル等

１式

２０台

３台

－

２台

４台

１台

１式

停電対応10分

DTK-12D-1D(WH)

いちご園分流用

既設流用

既設流用

既設流用

既設流用

1.6　搬入

　搬入経路、その他現場の状況を考慮し、安全に据付場所へ搬入することとする。

1.7　試験

　機器据付工事完了後、総合試験を行うこととする。

1.9　保証

　本仕様書に基づき検査を行い、合格をもって引渡しを行うこととする。

　引渡し後１年以内に初期不良によると認められる事故が発生したときは、すみやかに無償修理を行うこととする。

 

1.10　申請手続

　本工事の施工、完成に必要な通信事業者への申請手続きは、請負者が全て行うこと。

　　　　　　既設業者　協和テクノロジィズ(株)滋賀事業所

　　　　　　TEL:077-562-3627

1.11　その他の事項

　

 

　　　収容電話機送出ダイヤル条件

PB式

ダイヤル

DP式

ダイヤル

（3）内線/トランク線路条件

 

1,209Hz 1,336Hz 1,477Hz周波数

697Hz

770Hz

852Hz

941Hz

1 2 3

4 5 6

7 8 9

* 0 #

PB電話機準拠（NTT技術参考資料）

50ms以上

30ms以上

信号送出時間+ミニマムポーズ　120ms以上

 インパルスメーク率 33±3％

600ms以上（10PPS）、450ms以上（20PPS）

10±0.8pps、20±1.6pps

条件

±1.5%

項目

送出可能数字

及び周波数

周波数偏差

信号レベル

信号送出時間

ミニマムポーズ

周期

ダイヤルスピード

インパルスメーク率

ミニマムポーズ

項目 条件

アナログ内線（ループ抵抗）
一般内線：600Ω（電話機抵抗含む）

長距離内線：1,500Ω（電話機抵抗含む）

600m（0.5Φ）

1,700Ω（所属局内部抵抗含む）一般公衆回線

デジタル内線

項目 条件

LANインタフェース 10/100/1,000Mbpsイーサネット

音声符号化方式 G.722、G.711、G.729a

ToS(IP Precedence、Diffserv) QoS

TagVLAN(IEEE802.1Q/p)VLAN

　

 

1.8　検査および検収

 

 

　受託決定後ただちに実施設計に着手するものとし、実施設計図書および承認申請図書として、次のものを３部提出すること。

　設置作業完成に際して下記の完成図書を３部提出すること。

8．検査および試験

7．提出図書

　本事業に使用する主要機器、材料の検査および試験は下記により行うものとすること。

　指定主要機器、材料の検査および試験は本市の立会いのもとで行うものとする。

　ただし、本市が特に認めた場合には、受注者が提示する検査（試験）成績表をもってこれに代えることができる。

7.1　実施設計図書および承認申請図書

7.2　完成図書

（1）作業請負業者は規模100回線以上のIPテレフォニーシステムの構築実績があること。

（2）本工事を行う実務上の管理責任者は、電気通信事業法の工事担任者「ＡＩ・ＤＤ総合種」工事担任者の資格を有する者が行うこと。

（3）既設設備を流用する為、既設保守業者と事前に確認を行い、責任分界点等明確にすること。

（1）19インチラック搭載の設置形態が可能な構造とする。

（2）19インチラック搭載の専用ハードウェアにより高信頼性を確保し、保守点検が容易な構造とする。

（3）耐震性能は、水平加速度1.1G（震度7相当）に対応可能なこと。

（4）柔軟な拡張性を有し、最大2,000ポートまでの拡張が可能なこと。

（5）使用部品は、欧州RoHS指令に適合し、有害物質を定められた閾値以上含有していないこと。

　　（汎用サーバの使用は信頼性を考慮し不可）

（1）周囲温度：0℃～40℃

（2）相対湿度：20％～90％（結露しないこと）

（1）施工計画書

（2）工程表

（3）承認申請図（機器系統図・機器設備図・主要機器図）

（4）検査要領書

（1）施工報告書

（2）完成図および写真

（3）機器検査（試験）成績書

（4）各機器取扱い説明書

（1）立会検査および立会試験

（2）ダイヤル条件（収容電話機送出ダイヤル条件）

2.　IP電話交換機 機器仕様　参考機種(NEC製 SV9300CT)

（1）本IP電話交換機は、IP電話交換機本体、電話機、電源装置、電話機、他周辺装置により構成され、下記の通話を行うことを主な

　　 目的とする。

　　 ①内線相互通話　②内線と局線間通話　③内線と専用線間通話

（2）本IP電話交換機、構内交換設備に関する技術基準及び関係ある法令規格等を満足するものとする。

2.1　概要

2.2　方式

通話路方式 IPスイッチング方式、PCM時分割方式

制御方式 蓄積プログラム制御方式

プロセッサ 64ビットマイクロプロセッサ

・着サブアドレス呼出方式 

通話路方式

制御方式

プロセッサ

中継方式

・中継台方式　　　　　　　　　　　・電子ボタン電話応答方式（直結式）

・個別着信方式　　　　　　　　　　・追加ダイヤルイン方式

・分散方式　　　　　　　　　　　　・電子ボタン電話応答方式（索線式）

・PBXダイヤルイン方式　 　　　　  ・INSネットダイヤルイン方式

2.3　信頼性

（1）信頼性を高めるためハードディスクレス構造とする。

（2）IP電話交換機のOSとして、汎用OSを採用していないこと。

（3）セキュリティ面を考慮し、IP電話用の音声LANポートと周辺装置用LANポートが独立していること。

2.4　トラフィック条件

　内線電話機1回線あたりの標準発着呼量は6.0HCS以上とする。

2.5　収容回線数

種別 備考

端末既設流用（留守装置・転送装置分含む）

いちご園の端末３台は設流流用

保守用端末1台施工会社準備

新規２０台

ページング用１回路

いちご園分は流用　１回線２ch

庁舎間
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一般内線

デジタル多機能内線
内線

専用線

局線

端末

端末

端末

回路

ライセンス

ISDN回線

一般公衆回線

ISDN回線

ＰＨＳアンテナ

ＰＨＳ子機

ドアホン

ページングユニット

ポートキャパシティ －

（1）電源電圧

2.6　電気的条件

2.7　IPインタフェース

2.8　構造

2.9　環境条件

2.10　IP電話交換機用電源装置

　本装置はIP電話交換機へ電源供給を行い、停電対応10分とすること。

3.　デジタル多機能電話機　機器仕様　参考機種（DTK-12D-1D(WH)）

3.1　機能ボタン数　  ：12ボタン（32、40ボタンに増設可能なこと）他、保留、転送、フッキングの固定機能ボタン

　AC100V±10V （50/60Hz）

9．正式引渡し

　設置作業完了後、機器設備等を正式引渡しするものとする。

　設置作業完了とは、設備更新事業範囲を全て完了し、所定の性能が確認され本市の完了検査に合格したものとする。

10．その他

　本事業内容により関係官公庁への許認可申請、届出、報告等の手続きの必要がある場合には、書類作成および手続き等は、受託者の

負担により受注者が代行するものとする。（NTTへの回線手続きも含む）

10.１　関係法令等の遵守

10.2　許認可申請

　本事業の設計施工実施にあたっては、本仕様書だけでなく以下に掲げる法律およびその政令・規則等を遵守し、また規格等に準拠する

ものとする。

（1）地方自治法

（2）廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（3）建設業法

（4）労働基準法

（5）職業安定法

（6）労働安全衛生法

（7）電気事業法日本工業規格（JIS）

（8）電気規格調査会標準規格（JEC）

（9）日本電気工業会標準規格（JEM）

（10）電気用品取締法

（11）日本電線工業会標準規格（JCS）

（12）電気設備に関する技術基準を定める省令

（13）その他の諸法令、規格等に関する諸条件、規格等

3.2　LCDディスプレイ ：半角28文字×4行表示（バックライト付き）で可動式とする。

3.3　外形　　　　　　：約181mm(W)×約244mm(D)×約143mm(H)　　　　　　

　　　　　　　　　　　 いづれも本体寸法は、最低チルトレグ角度25°、かつディスプレイの角度が0°の場合

3.4　ケーブル　  　　：2芯ケーブル

3.5　その他機能要件

（1）同一タイプのデジタル多機能電話機を白色、黒色の2色中から選択可能なこと。

（2）視覚に障がいがある者でもボタン操作が可能なように、点字対応が可能なこと。

（3）ヒアリングエイドに対応していること。

（4）弱視者を考慮したLCDディスプレイの白黒反転表示、縦倍角表示が可能なこと。

（5）ユニバーサルデザインの電話機とし、テンキーおよび、LCDディスプレイはバックライト付きとすること。

（6）不在着信があった場合には、LCDディスプレイ上にアイコン表示可能なこと。

（7）LCDディスプレイに通話しているPHS子機の位置情報（PHS基地局情報）が表示可能なこと。

（8）電話機の利用状況によって適切な操作をサポートするソフトキーが利用可能なこと。

（9）発信履歴：60件、着信履歴：60件蓄積可能なこと。

（10）アダプタを増設することで、外部通話録音装置と接続し通話録音が可能なこと。

（11）ワイドバンド帯域のメロディ着信音が利用可能なこと。

（12）着信相手に応じて、着信ランプが7色より選択可能なこと。

（13）発信者番号／内線番号、および発信者番号非通知時の着信ランプ色分け（７色）が可能なこと。

（14）可変機能ボタンを押下することで、あらかじめ決められた内線（最大８台）に、メッセージ通知が可能なこと。

（15）欧州RoHS指令に準拠していること。

4.　PHS基地局：（既設流用）

5.　PHS子機：(既設流用) 

6.　設備更新事業範囲 

6.1　撤去作業内容

　　　既設電話交換機設備１式

6.2　更新事業内容

（1）機器設置調整

　　　　　・既設機器データ収集

　　　　　・新規交換機データ作成

　　　　　・交換機本体据付調整

　　　　　・各フロア多機能電話機取替調整

　　　　　・ＰＨＳアンテナ調整

　　　　　・機器総合試験調整

（2）配線工事

　多機能電話機（FAX含む）・ＰＨＳアンテナ配線は既設配線利用可能なものは可とし、その他システム動作上必要な配線を行うこと。

　また、配線時には必要なケーブル保護、防火区画処理等の処置を施すこと。

（3）切替え作業および試験

　業務に支障をきたさないように旧設備からの切り替え作業を行うこと。

　また、正常なシステムの稼動のため、切り替え前、切り替え後に充分な動作試験を行うこと。

10.3　施工

　本事業施工に際しては、次の事項を遵守するものとする。

（1）労務災害の防止

（2）現場管理

（3）復旧等

　本事業中の危険防止対策を十分に行い、労働者への労務災害の発生が無いよう努めること。

　資材置場、資材搬入路、仮設事務所などについては、当市と十分協議し、他への支障が生じないよう計画し、実施すること。

　また整理整頓を励行し、火災、盗難などの事故防止に努めること。

　他の設備、既存物件の損傷、汚染防止に努め、万一損傷や汚染が生じた場合は、受託者の負担で速やかに復旧すること。

11.特記事項

10.4　撤去材および交換品の処理

　発生した撤去材および交換部品等は、当市が指示した場所に整理整頓して保管し、受託者にて適正に処分を行うこと。

　当システムは既設設備を流用する為、事前に充分現場確認や運用を把握し、切り替え工事においては業務に差支えなくスムーズに

工事を行うこと。

多機能電話機　本体　姿図 DTK-12D-1D(WH)TEL

(143)(133)

(2
44
)

(2
36
)

(181)

　　　　　(マンセル：4.0GY 8.4/0.2)

外観色調：ライト・ミスト・ホワイト

質    量：約 1.0kg

外形寸法：幅 約181×奥行き 約244×高さ 約143mm

電話交換機　本体　姿図

　認証番号表示部　

　装置銘板／ワーニングラベル　
(認証番号表示)

　リアルブラック　10.0RP0.6/0.0　

　UXG8501色　板金部品　
　金属素地色(シルバー)　

　板金部品　

　リアルブラック　10.0RP0.6/0.0　

　8501相当色　モールド成形品　

SV9300CT（CPUモジュール＋LTモジュールX2＋RACK搭載）

483±4

2
2
2±

2
.
5

4
0
0
.
6
±
4

【改修凡例】

3

撤去

既設多機能電話機を新設多機能電話機に更新　…（6台）

既設単体電話機を新設多機能電話機に更新　　…（13台）

既設多機能電話機を新設単体電話機に更新　　…（1台）

既設多機能電話機を撤去（配線処理共）　　　…（1台）

※凡例指示の無き電話機は既設流用とする。

防火区画貫通処理（大臣認定工法）

電算室内壁面立下り（天井面～フリーアクセスフロア）はメタルモール（B型）とする。

400

100

200

300

光回線用　配管配線　CAT.5e UTPケーブル×2（PF28）（天井内配管）

100
内線番号を表す。

電話機種別を表す。ＢＴは多機能電話機を示す。

PBX

1.　概要

電話設備改修仕様書

　また、来庁者および職員等に怪我等の被害を与えた場合については、受託者の責任にて誠意をもって対応すること。
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無線放送室

電算機械室 電算事務室
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　光回線用配管配線（天井内）新設　

ぶどう

プレールーム

りんご

プレールーム


